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●私のコンシューマリズム観

わたしと消費者問題とのかかわり

一般財団法人 日本消費者協会 理事長

村　千鶴子 

2021年６月に日本消費者協会の理事長に
就任いたしました。この機会に、私と消費
者問題とのかかわりについて振り返ってみ
たいと思います。
わたしの「消費者問題」とかかわる一番
最初の記憶は、1970年代半ばに大学生だっ
た当時のできごとです。市内の一番の繁華
街を歩いといるとき「アンケートに協力し
て下さい」と声をかけられました。協力す
れば無料で映画を見ることができるチケッ
トをあげるといいます。急いでいたことも
あり断ったのですが、後々迄ずっと「あれ
はなんだったのだろう」と気にかかってい
ました。謎が解けたのは、弁護士になって
数年目に弁護士会の委員会活動の一環とし
て消費生活相談員さんとの勉強会を持つよ
うになった時でした。当時も学生などの若
者に多発していた悪質なキャッチセールス
の手口であることを知りました。大学生だ
った私には、消費者問題の知識は全くな
く、被害に逢わなかったのは単に運が良か
ったためでした。
弁護士になって就職した事務所は、偶然
にも、ねずみ講やマルチ商法の訴訟を手掛
けていました。事務所に出入りする原告の
人たちから、どの事務所に相談に行っても
相手にされなかった苦労話を聞きました。
今では、詐欺的な金融商品の被害が消費者
問題であることは自明のこととされていま

すが、1970年代はそのような意識は乏しい
時代だったということです。
振り返ってみると、三歳下の弟は大変体
が弱かったのですが、妊娠中に不眠症にな
った母がサリドマイドを服用したためだっ
たこと、小学生の時好きだった「粉末ジュ
ースの元」がなくなったのが景品表示法に
よる規制のためだったこと、父の仕事上の
知り合いがマルチ商法にはまり一家離散や
行方不明になったこと、中学時代には石油
パニックでトイレットペーパーが売り場か
らなくなってしまったことや物価の高騰な
どがありました。
社会は変化を続けています。その中で、
消費生活も変化しつづけています。最近で
は、デジタル化やキャッシュレス化が推進
されています。しかし、利便性の背後には
さまざまなリスクがつきものですが、リス
クについての情報提供や消費者保護のため
の法的整備は不十分です。デジタル化やキ
ャッシュレスは、消費者にも、それなりの
自己管理能力が必要とされますが、それら
を消費者が学ぶ機会もほとんどありませ
ん。
このような事態の中で、消費者の暮らし
を守る上で必要なことは何か、協会として
できることは何かが今後の課題だと考えて
います。今後ともよろしくお願いいたしま
す。
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消費者庁における消費生活のデジタル化への対応について

消費者庁 消費者政策課 課長補佐１

新垣　和紀

はじめに

経済社会のデジタル化に伴い、消費生活の
在り方も大きく変化している。消費者による
情報の入手及び発信、商品取引やサービス利
用の過程において、デジタルデータを用いる
比重が高まっており、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大防止のための「新しい生活様
式」に伴うオンラインを介した消費の増加な
どに伴い、このような消費生活のデジタル化
はこれからも加速していくと考えられる。
消費生活のデジタル化は、消費者の多様な
ニーズに対応した様々な商品・サービスの提
供を場所や時間の制約なく実現するととも
に、これらの商品・サービスの比較検討のた
めの情報収集などを容易にするなど、消費者
にとって便利で質の高い消費生活を実現する
ことができるという恩恵がある。一方、デジ
タル技術の悪用やデジタル技術に対するリテ
ラシーの不足に付け込んだ悪質商法の存在、
取引の多様化・複雑化や匿名取引の増加に伴
うトラブル発生時の解決の困難さなど、デジ
タル化に伴う負の側面も存在する。
本稿では、消費生活のデジタル化が進展す
る中で、全ての消費者が、社会のデジタル化
に取り残されず、そのメリットを最大限享受
し、安全・安心な消費生活を送るための消費

者庁の取組について、①デジタル分野におけ
る新たな消費者トラブルを抑止し、消費者の
利便性を向上する制度の整備、②消費者行政
のデジタル化、③デジタル化に対応した消費
者教育・啓発の３点に整理して紹介する２。

１．デジタル消費者取引に関する制度
整備

デジタル市場における消費者取引の拡大す
る中で、「取引の『場』を提供する事業者」
すなわちデジタルプラットフォーム（以下
「DPF」）という。）提供者の存在感が増大し
ている。DPF を介して行われる消費者取引
においては、DPF 提供者において消費者の
利便性を高める取組や、消費者の安全・安心
を確保するための自主的な取組が進められて
いる。一方、取引に不慣れな事業者や悪質な
事業者など様々な売主が取引に参加すること
が容易になる中で、DPF という「場」に信
頼をおいて取引を行っている消費者の利益の
保護に関し、DPF 提供者が果たすべき役割
を整理し、消費者トラブルの抑止や解決の促
進に向けた環境整備が求められている【図表
１】。
このような問題意識のもと、消費者庁では
2019 年 12 月から「デジタル・プラットフォ
ーム企業が介在する消費者取引における環境

―
１ 肩書は執筆当時（令和３年８月）のもの。
２ 本稿での分析や主張は、あくまでも個人の見解に基づくものである。なお、図表１～３はいずれも令和３
年版消費者白書から引用している。
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整備等に関する検討会」を開催し、同検討会
の報告書を踏まえ、「取引デジタルプラット
フォームを利用する消費者の利益の保護に関
する法律案」を 2021 年３月に国会に提出し
た。同法案は同年４月に国会で可決・成立し
た。
本法では、①販売業者と消費者との間の通
信販売取引の場としての機能を有する取引
DPFを提供する事業者（取引DPF 提供者）
の取引の適正化及び紛争解決に資するための
措置についての努力義務、②危険商品等が出
品された場合の内閣総理大臣からの出品削除
等の要請、③消費者から取引DPF提供者に対
する販売業者等に係る情報の開示請求権など
を規定するとともに、④取引DPFにおける消
費者の利益保護の取組を促進するための官民
協議会の設置、⑤内閣総理大臣に対する申出
制度などが盛り込まれており、現在、法の円
滑な施行３に向けた検討が進められている。

また、近年オンライン通販を中心にトラブ
ルが増加している、定期購入ではないと消費
者に誤認させる表示をしたり、いつでも解約
可能といっておきながら契約の解除を妨害す
るといった詐欺的な定期購入商法に関する対
策などを盛り込んだ「消費者被害の防止及び
回復の促進を図るための特定商取引に関する
法律等の一部を改正する法律案」についても
2021 年３月に国会に提出し、同年６月に可
決・成立した。
このほか、デジタル取引に関する制度整備
に係る検討も進められている。2019 年 12 月
から開催している「消費者契約に関する検討
会」においては、オンライン取引の増加など
による消費者契約の環境の変化や消費者被害
の多様化を踏まえ、利用規約の透明性・公正
性の確保などを含めた消費者契約にかかる民
事ルールの在り方について検討を進めてい
る。また、近年のインターネット上の広告手

【図表１】

デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引（イメージ）

―
３ 法の公布の日（2021年５月10日）から１年以内に施行することとされている。
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法の多様化・高度化等に伴い多く見られるよ
うなっているいわゆる「アフィリエイト広告」
について、2021 年６月から「アフィリエイ
ト広告等に関する検討会」を開催し、アフィ
リエイト広告の状況及び課題を明らかにし、
不当表示が生じない健全な広告の実施に向け
た対応方の検討を進めている。

２．消費者行政のデジタル化

消費生活のデジタル化により多様化・複雑
化する消費者トラブルの未然防止や紛争解決
に対応するためには、１．で紹介したような制
度整備のみならず、これらの制度を運用し、
また個々の消費者に寄り添って施策を展開す
る行政側のデジタル化も必要不可欠である。
特に、現在対面や電話での相談対応が主で
ある消費生活相談については、デジタル技術
の発達などを背景に、対面や電話以外の相談
ニーズへの対応も求められるようになってお
り、社会のデジタル化を踏まえた相談体制の
在り方について検討することが必要である。
また、消費者（相談者）からみた利便性の向
上のみならず、年間約 100 万件寄せられる消
費生活相談について、対応する相談員の負担
を軽減するとともに、複雑なケースなどに対
応を注力するなど、相談員の能力を十分に発
揮できる環境を実現することも課題である。
さらには、消費生活のデジタル化による複雑
化・多様化する消費者トラブルに対し、これ
らの相談情報から得られたデータを、消費者
トラブルに関する新たな手口の迅速な把握
や、注意喚起情報の発信、被害予防策の企画

立案などに、より迅速かつ高度な形で利活用
していくことも求められている。
このような問題意識の下、消費者庁及び国
民生活センターでは、消費生活相談業務のデ
ジタル・トランスフォーメーションに着手し、
全国消費生活情報ネットワークシステム
（PIO-NET）の抜本的な改革を進めている。
その具体的な設計に向けて、2021 年５月に
「消費生活相談デジタル化アドバイザリーボ
ード」を設置し、学識経験者、実務家、相談
現場の各有識者から知見を聴取している。
今後、アドバイザリーボードでの意見を踏
まえつつ改革の方向性をまとめるとともに、
地方公共団体の協力を得ながらプロトタイプ
の実証実験等を行い、デジタル・トランスフ
ォーメーションに向けた取組を更に進める４ 
こととしている。
このほか、AI 等のデジタル技術を活用し
た法執行の強化を図るため、インターネット
広告の監視の効率化・迅速化やデジタルフォ
レンジック調査の活用などの取組を進めるこ
ととしている。

３．デジタル化に対応した消費者教育・
啓発

消費者トラブルを未然に防止するために
は、どのようなきっかけでトラブルに巻き込
まれるか、消費者自身が把握しておくことが
重要である。消費者庁では、2019 年 12 月か
ら翌年７月まで「消費者のデジタル化への対
応に関する検討会」を開催し、消費者がデジ
タル社会において身に付けるべき知識を習得
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―
４ PIO-NET改革と並行して、消費者庁では SNSを活用した消費生活相談についての実証実験を行っており、
消費生活相談のマルチチャンネル化にむけた取組を進めている。



するための消費者教育及び消費者向け普及啓
発の取組の在り方について検討を行った。
同検討会での議論を踏まえ、たとえば、

・ DPF の利用に当たって消費者が注意すべ
き事項について普及啓発するためのハンド
ブック「デジタルプラットフォームとの正
しいつきあい方」５

・ デジタル取引・サービスに関連する最近の
消費者トラブルについて、具体的事例を学
べる教材「デジタル消費生活へのスタート
ライン」６

などの消費者教育や啓発のための各種資料を
作成・公表７している。
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また、消費者教育推進会議「社会のデジ
タル化に対応した消費者教育に関する分科
会」において、消費者が身につけることが
望ましい内容などについて議論を進め、
2021 年５月に取りまとめを公表した８。分科
会では、団体情報バンクの構築等各主体に
よる取組の把握と連携の促進、わかりやす
くシンプルな教材開発等を通じた消費者教
育の担い手への支援・育成、高齢者をはじ
め誰一人取り残されないデジタル化のため
の支援、SNS や動画などデジタルメディア
を活用した効果的な情報提供などの取組の
必要性が指摘されたところであり、今後こ
れらの観点を踏まえながら社会のデジタル
化に対応した消費者教育の取組を推進して
いくこととしている。

おわりに

消費生活のデジタル化にともなう消費者ト
ラブルをめぐっては、１．で取り上げた
DPF取引やアフィリエイト広告のほかにも、
キャッシュレス決済、SNS 広告、オンライ
ンゲーム、AI をはじめとする新たな技術を
活用した商品・サービスなど、様々な局面に
おいて課題が指摘されている。本稿では施策
という総論的な切り口から論じたが、これら
の各論的な論点への対処も含め、デジタル社
会において全ての消費者が安全・安心に消費
活動を行えるよう、取組を進めることが重要
と考える。

―
５ https://www.caa.go.jp/policies/future/project/project_003/contents_002/
６ https://www.caa.go.jp/policies/future/project/project_003/contents_001/
７ このほか、消費生活のデジタル化に対応した啓発資料として、「共創社会の歩き方　シェアリングエコノ
ミー」（https://www.caa.go.jp/future/project/project_015/）、や「AI 利活用ハンドブック～AI をかしこ
く使いこなすために～」（https://www.caa.go.jp/notice/entry/020727/）などを作成・公表している。

８ https://www.caa.go.jp/policies/council/cepc/other/assets/consumer_education_203_210514_01.pdf

【図表２】

デジタルプラットフォームとの正しいつきあい方

【図表３】

啓発資料「デジタル消費生活へのスタートライン」
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消費生活のデジタル化―苦情・紛争解決の局面を中心に

一橋大学 大学院 法学研究科 教授

山本　和彦

１　消費生活のデジタル化の展開
―コロナ禍による加速

消費生活のデジタル化の進展は社会全体の
デジタル化の進展の 1つの結果である。そし
て、そのようなデジタル化は、2020 年春以
降長引くコロナ禍の結果、大きく進展するこ
とになった。すなわち、eコマース（オンラ
イン取引）の増大、SNS の更なる普及、AI
を活用した商品の展開などである。このよう
な消費生活のデジタル化の進行については、
それに対する消費者の対応や制度的対応につ
いて議論の必要が大きく、消費者庁の検討会
等で議論が続けられている（その内容につい
ては、本特集の消費者庁担当官による論稿を
参照されたい）。
そして、このようなデジタル化の進展は、
筆者が専門とする消費者取引における苦情紛
争解決手続の分野にも大きな影響を与えてい
る。そこで、本稿では、苦情紛争解決の局面
におけるデジタル化の問題にフォーカスして
検討したい。そこでは、消費生活のデジタル
化が苦情紛争に与える影響と苦情紛争解決手
続自体のデジタル化の両面がある。

２　消費生活のデジタル化と苦情・紛争

まず、消費生活のデジタル化が苦情紛争に
与える影響である。原則としては、商品やサ
ービス自体がデジタル化されたり、その取引
方法がデジタル化したりしても、そこに現れ
る苦情紛争自体は大きく変わるものではな
い。しかし、その量及び質にデジタル化は大

きな影響を与える可能性がある。
まず量的にみて苦情紛争が増大する可能性
である。例えば、eコマースを考えてみると、
商店等におけるリアルな買物とは異なり、商品
を手に取って実物を見て買うわけではない。
そうすると、どうしても消費者が予期した商品
やサービスとは異なる品質と感じがちであり、
それが結果として苦情紛争に繋がる面がある。
その結果、苦情紛争の量的な増大の可能性が
ある（例えば、後述するe-BayのODRでは年
間 6,000 万件の苦情紛争が世界全体で解決さ
れているというが、その膨大な数字はそのよう
な量的増大を示唆する可能性があろう）。
また質的にも苦情紛争が複雑化する可能性
がある。AI等の先端技術を活用した商品（AI
掃除機等）やサービス（Fin-tech による金融
サービス等）の提供は消費者に大きな利便性
をもたらす可能性があるが、他方でそれにつ
いて苦情紛争が発生した場合、その解決に高
度な専門的知見が必要になる可能性もある。
伝統的な苦情紛争解決手続では解決が困難に
なり、時間や費用が掛かるおそれがある。
以上のように、消費生活のデジタル化は、
量的に増大し、質的に解決困難な苦情紛争に
対応していく必要をもたらしうる。その中で
注目されているのは、苦情紛争解決手続自体
のデジタル化、すなわちODRの手続である。

３　苦情・紛争解決のデジタル化
―ODR（Online Dispute Resolution）

（1）ODRの展開
消費生活がデジタル化する中、苦情紛争解
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決手続にもデジタル化の波が押し寄せてい
る。すなわち、オンラインに基づき、AI 等
の技術を駆使しながら、苦情紛争に対応する
手続であり、広くODRと呼ばれる。ODRは、
広義には既存の紛争解決手続（裁判やADR
等）を IT化する場面も含むが、ここでは狭
義のODRとして、オンラインで全手続が完
結するようなものを念頭に置く。
このような意味でのODRは、e-commerce
企業（プラットフォーム企業）において本格
展開をみた。典型例として e-Bay のオンライ
ン紛争解決システム（Resolution Center）
がある。これは世界最初の実用化ODRとし
て 2008 年頃以降展開されているが、最低 5
ドル程度から 100 ドル前後の少額紛争につい
て、前述のように、世界で年間 6000 万件と
いう多数の紛争を扱っているという。手続と
して、まず顧客間交渉においてAI のアルゴ
リズムによる解決案が提示され、結果として
90％超の解決率を達成している。それで解決
できない場合に初めて、人間によるオンライ
ン調停からオンライン仲裁に至るオンライン
による完結的解決システムが提供される。重
要な点は、これにより顧客の企業に対する忠
実性（loyalty）の向上をもたらしている点で
ある。紛争解決を利用した顧客は、敗訴して
も、全く手続を利用しない者よりも eBay の
利用頻度が増加したとの調査結果があり、
ODRが企業利益をもたらしている面がある。
また、中国のアリババなども、eBay のシス
テムを基本的に採用しながら、紛争解決結果
の買手・売手のレピュテーションのレイティ
ングへの影響や、他の顧客の顧客間交渉への
参加（公衆陪審（public jury）システム）の
導入など更なる改善を試み、結果として顧客
間交渉での解決率 99％を達成し、アリババ
のスタッフ（調停人等）の介入は最小限に止

められているという。
更に国レベルでもODRの振興政策がとら
れ、少額紛争や離婚紛争、更に交通事故等で
オンラインによる完結的紛争解決サービスを
提供する試みが米国やカナダの一部の州で実
験的に模索されている。更にODRに関する
国際ルール整備の動きもあり、欧州における
消費者 ODR 規則の整備（2013 年）や ODR
プラットフォームの設立（2016 年）のほか、
近時はAPEC においても議論が始められて
いる。そして、日本でも議論が進展し、2019
年度の「成長戦略フォローアップ」では「紛
争の多様化に対応した我が国のビジネス環境
整備として、オンラインでの紛争解決（ODR）
など、IT・AI を活用した裁判外紛争解決手
続などの民事紛争解決の利用拡充・機能強化
に関する検討を行い、基本方針について
2019 年度中に結論を得る」ものとされ、こ
れを受けて、ODR活性化検討会（内閣官房：
2019 年９月～ 2020 年３月）、ODR推進検討
会（法務省：2020 年 10 月～）等において議
論が継続中であり、今後の動向から目が離せ
ない。

（2）AI による苦情紛争解決援助
ODR の重要な副産物として、苦情紛争解
決におけるビッグデータの集積がある。そし
て、その延長線上にはAI の活用による苦情
紛争解決の効率化・低コスト化がある。前述
の eBay の ODRのように、第 1次的にはAI
による解決案を提示し、それで解決されない
場合に初めて人間の調停人や仲裁人が登場す
るというシステムである。更に裁判手続にお
いても、AI による裁判官補助の可能性が既
に現実の視野に入っている。
このような苦情紛争解決におけるAI の活
用は実効的かつ効率的な解決に途を開くもの
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であるが、他方で課題もある。紛争解決にお
けるAI 利用の課題として、①紛争に係るビ
ッグデータの収集・公開・分析の可能性（紛
争解決の守秘性との両立）があり、これは後
述の判決データの公開の問題にも繋がる。ま
た、②AI のアルゴリズムをいかに（人間か
ら見て）適切なものに設定できるかという、
AI 技術の倫理性も重要である。更に、③解
決案の理由説明の問題は、「AI 調停」「AI 裁
判」における透明性・納得性という課題であ
る。特に苦情紛争解決においては、②倫理性・
③透明性が他の分野に比しても重要な意義を
有する点に注意を要する。①の問題への 1つ
の対策として、AI 活用の基盤となる判決の
オープンデータ化のプロジェクトがある。民
事司法制度改革に関する府省庁連絡会議取り
まとめ（2020 年３月）において民事判決情
報の提供が法務省と最高裁に要望されたこと
を受け、現在、日弁連法務研究財団のプロジ
ェクトとして民事判決のオープンデータ化検
討 PT（2020 年３月～）において、AI によ
る当事者特定情報の匿名化の実装に向けた議
論が進展しており、近い将来全ての民事判決
情報が利用可能になる予定である。
今後はビッグデータの集積及びAI の解析
により紛争の発生分野や発生態様の予測が可
能となり、効果的な紛争予防に向けての取組
みの進展が期待される。その意味で、21 世
紀後半は苦情紛争解決から苦情紛争予防の時
代に転換していく可能性が大きい。そのよう
な苦情紛争解決の「コペルニクス的転換」は
我々の眼前にある。

（3）SDGs と CSRの観点
このような消費者の苦情紛争解決に対する
大きな視点として、SDGs の観点がある。す
なわち、SDGs16 項「平和と公正を全ての人

に」において、「平和で包摂的な社会を推進し、
全ての人に正義へのアクセスを提供するとと
もに、あらゆるレベルで効果的かつ責任ある
包摂的制度を構築する」旨が提言されている。
紛争解決においても「誰も取り残さない社会」
を目指すものである。ODR の活用により、
紛争弱者（高齢者、外国人、地方在住者等）
にも適切な紛争解決の機会が付与される可能
性が開かれる。
そして、以上のようなODRに対する企業
の姿勢は、ISO10000 シリーズの考え方にも
合致する。2007 年策定の ISO10001（行動規
範 code of conduct）、ISO10002（企業内紛
争解決 IDR）、ISO10003（企業外（裁判外）
紛争解決 EDR）は、まず企業の行動規範を
明確にして紛争が発生しないよう予防するが
（10001）、いったん苦情紛争が生じても、適
切な企業内の苦情処理（10002）及び企業外
のADR（10003）を用意し、裁判によらない
実効的な苦情紛争解決サービスを顧客に提供
することが企業の社会的責任であるという基
本的な考え方に基づく。上記規格は 2010 年
日本においても JIS 化されており、国際的ス
タンダードとなっている。
以上のような観点から、ODRの重要性は、
プラットフォーム企業に限らず、あらゆる企
業の苦情紛争解決、ひいては社会的責任の問
題として捉えられるべきものである。他方、
eBay の例が示すように、このような手続の
整備は顧客の当該企業に対する loyalty を維
持する重要な手段であり、企業利益ともなる
ものである。紛争システムデザイン（Dispute 
System Design）の思想に基づき、それぞれ
の企業に固有の最も適合的な紛争解決システ
ムの開発を戦略的に進めていくことが SDGs
及び CSR の視点から真剣に検討されるべき
である。

‒8‒
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オンラインゲームを巡るトラブルと消費者保護の現状

アテンド総合法律事務所 弁護士

川 添 　圭

１　はじめに

2021 年第１四半期（６月）時点における
携帯電話・スマートフォンの契約総数は約 1
億 8,963 万件に及んでおり１ 、既に、携帯電
話・スマートフォンは社会のインフラとして
欠くことのできない存在となっている。
そして、従来主流であったフィーチャーフ
ォンから、様々なアプリをダウンロードでき
るスマートフォンへ移行したことに伴い、ス
マートフォンを中心としたオンラインゲーム
に関する消費生活相談が増加している。
国民生活センターの資料によれば、PIO-

NET に登録されたオンラインゲームに関す
る相談件数は、2009 年度は 1,380 件であっ
たが２、その後増加して毎年 4,000 ～ 5 ,000
件程度で推移し、2020 年度には 7,128 件と
急増した３。これは、新型コロナウィルス感
染拡大に伴う外出自粛などの影響により消費
者の「巣籠もり」が増加したことと無関係で
はないと思われる。

２　相談・トラブルの内容

オンラインゲームに関する相談事例に
は、大きく分けて以下のような分類が考え

られる。
（1）課金（料金）に関する相談

オンラインゲームに関する相談の多くが、
クレジットカードやプリペイドカードを利用
した高額課金の相談である。特に、未成年者
が親のアカウントやクレジットカード番号を
無断で使用するなどしてゲームへ課金し、親
が請求明細を見てはじめて気付く、といった
事例が多いが、請求額が数十万円から数百万
円に至っているものも少なくない。
これは、スマートフォンとインターネット
の普及により、ゲームの販売形態が変化した
ことが影響している。すなわち、従来のゲー
ム専用機やパソコンゲームを中心としたゲー
ムの販売においては、カートリッジやディス
ク等の媒体を販売する手法が一般的であった
が、スマートフォンを中心としたオンライン
ゲームにおいては、ゲームのアプリ自体はプ
ラットフォーム事業者を通じて無料でダウン
ロードできる一方、ゲームをより有利に進め
るためのアイテムやキャラクターなど（以下
「アイテム等」という。）を販売する形で収益
を上げるビジネスモデル（アイテム課金型）
が主流となっている。こうしたビジネスモデ
ルでは、ゲーム運営会社が継続して利益を生

―
１ 一般社団法人電気通信事業者協会のウェブサイト（https://www.tca.or.jp/database/）において公表され
ている契約総数。

２ 消費者庁「消費者のデジタル化への対応に関する検討会報告書」39頁。
３ 国民生活センターウェブサイト（http://www.kokusen.go.jp/soudan_topics/data/game.html）において公
表されている相談件数。
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むためには、ゲーム内で新たなアイテム等や
イベントなどを随時追加することでユーザー
の「繋ぎ止め」を図ることになるが、アプリ
が頻繁にアップデートされて矢継ぎ早に課金
を煽るゲームも少なからず存在する。
しかも、スマートフォンの場合、アイテム
等の購入がプラットフォーム事業者による課
金システムと連動しているため、消費者がプ
ラットフォーム事業者のアカウントへクレジ
ットカードやプリペイドカードを登録してい
ると、ゲーム内では簡単な操作でアイテム等
の購入ができてしまう。ゲーム内でアイテム
等を購入するタイミングはゲームに熱中して
いる時も多く、ネット通販などでの購入と比
べて、金銭を支払うことに対するユーザーの
心理的抵抗が低い。
未成年者については、プラットフォーム事
業者が小中学生以下のアカウントの作成を制
限していることが多いが、それゆえに、子供
がオンラインゲームをするために、親のアカ
ウントや親が管理する子供用のサブアカウン
トを利用し、その際に、親のアカウントに紐
付けられたクレジットカード情報が利用可能
になっていた、というパターンも多い。
（2）ゲームの運営状況に関する相談

①消費者がプレイしていたゲームが突然終
了した、②イベントや「ガチャ」（アイテム
やキャラクターの購入手段の一つで、一定の
確率で入手困難なアイテムやキャラクターが
出現するという条件で無作為にアイテム等が
提供されるもの）についてゲーム運営者の説

明と実際の内容が異なっていた、③購入した
アイテムやキャラクターの能力が一方的に修
正された、といったゲームの運営自体への相
談も見られる。
特に「ガチャ」については、課金を伴うこ
とから射幸心を煽るという指摘がなされてお
り、消費者庁は、ガチャで複数のアイテムを
揃えると希少アイテムが得られる仕組み（コ
ンプリートガチャ）を景表法違反として禁止
している４。また、あらかじめ表示されてい
る「ガチャ」によるアイテムの出現確率に誤
りや虚偽が含まれるなど、誤認表示が疑われ
る事例も見受けられる。
近時のオンラインゲームはアイテム課金型
が中心であるため、ユーザーが離れてしまう
と収益が挙がらず、ゲームのサービス提供自
体を中止・終了する例も多い。パッケージソ
フトとは異なり、オンラインゲームでは運営
会社の破綻やゲーム運営の中止に至るとゲー
ム自体がプレイできなくなってしまうため、
当該ゲームに多額の課金をしてきたユーザー
からの不満や救済を求める苦情が噴出し、ト
ラブルに発展することもある。
（3）ゲーム依存に関する相談

上記のようなトラブルにとどまらず、最近
では、オンラインゲームにのめり込み、ゲー
ムのプレイから離れることができなくなること
（ゲーム依存）により、仕事や学業に支障が出
たり、高額な課金をしたりして生活そのもの
が破綻するという事例も増加しつつある５。
これは、①オンラインゲームの多くがアイテ

―
４ 消費者庁「オンラインゲームの『コンプガチャ』と景品表示法の景品規制について」（https://www.caa.
go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/120518premiums_1.pdf）。

５ 消費者庁「消費者のデジタル化への対応に関する検討会報告書」40頁。
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やレーティング制度等の自主規制、③教育機
関や行政等と連携した啓発活動、などを行っ
ているが７、先に述べた海外の運営会社がこ
うした取り組みに参画しているわけではなく、
ペアレンタルコントロール（保護者が子供の
プレイ状況を監視・制限する仕組み）に頼る
ことは親への責任の押し付けであって業界の
責任放棄とも受け取られかねない。残念なが
ら、未成年者の高額課金問題は、未だ抜本的
解決に至っていないといわざるを得ない。
しかも、2022 年４月に施行される改正民
法によって、成年年齢が 18 歳に引き下げら
れることに留意すべきである。
高額課金の問題はプラットフォーム事業者
の関与が大きく、その救済は、最終的にはプ
ラットフォーム事業者が責任を負担すべきと
いう考え方のもとで、法律面・手続面での整
備を行うべきと考える。
（2）ゲーム依存の問題について

ゲーム依存が問題視されるようになったの
は最近のことであり、現在は，ギャンブル依
存症を支援してきたNPO法人が支援に乗り
出すなど、取り組みはまだ始まったばかりで
ある。
ゲーム依存は課金と強く結びついており、
多重債務が発覚するなど生活破綻が明らかに
なった段階まで問題が表面化しにくいという
問題がある。
今後は、ゲーム依存の問題についても、草
の根の支援にとどまらず、業界や行政による
相談窓口の拡充や支援体制の構築が行われる
べきである。

ム課金型であり「ガチャ」など射幸心を煽る
仕組みが当たり前になっていること、②スマ
ートフォンは肌身離さず持っている人が多く
時間や場所を問わずゲームをプレイできてし
まうこと、そして③新型コロナウィルスの影響
で外出を控えることが増えたこと、といった
様々な要因が重なった結果であるといえよう。

３　問題解決の現状

（1）高額課金の問題について

高額課金、特に未成年者による高額課金の
問題は、消費生活相談の現場や法律専門家か
ら、かなり以前から問題が指摘されてきた６。
法律上は、民法の未成年者取消権を行使すれ
ば返金を受けられるはずであるのに、実際に
運営会社が返金に応じるケースはきわめて少
ない。最近では、プラットフォーム事業者が
購入したポイントを返金するという対応が構
築されているものの、請求が可能な期間が短
く、例えば申請から 60 日以内の課金につい
てはプラットフォーム事業者が返金に応じる
が、それ以前の課金は直接ゲーム運営会社へ
問い合わせるよう指示されることも多い。し
かし、高額課金のトラブルが生じることの多
いゲームは海外の運営会社であることが少な
くなく、相談や問い合わせの窓口が存在しな
い、あるいはプラットフォーム事業者を通じ
る形でなければ話し合いができないという態
度を示す運営会社もある。
業界においては、未成年者の高額課金防止
へ向けた取り組みとして、①ペアレンタルコ
ントロールの利用促進、②業界ガイドライン
―
６ 拙稿「スマートフォンアプリの利用と決済をめぐるトラブルの実情及び解決に向けた実務」現代 消費者法
No.25（2014年12月）35頁。

７ 消費者庁「消費者のデジタル化への対応に関する検討会報告書」41頁。
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デジタル化により消費者が受ける影響

鳴門教育大学 大学院 学校教育研究科 准教授
消費者庁 新未来創造戦略本部 客員主任研究官

坂本　有芳

１．消費生活のデジタル化とは？

私たちの消費生活は、1990 年代後半より
情報化の進展や ICT 利用拡大の影響によっ
て絶え間なく変化してきたが、新型コロナウ
ィルス感染症拡大はこの流れに多くの消費者
を巻き込むきっかけとなった。総務省
（2021b）によると 2021 年 3 月時点で、ネッ
トショッピング利用世帯の割合は 52 .5％に
達した。利用世帯割合は前年同月比率 8.7％
ポイントの増加であり、支出額も 39 .1％の
増加となっている。
さて、私たちの生活に情報通信技術が深く
入り込んでくる様子は、これまでは「情報化」、
「インターネット／ ICT利用の拡大」などと
いわれてきたが、近年は「デジタル化」とい
う表現が主流となった。ICT の浸透により
人々の生活のあらゆる変化が進むデジタルト
ランスフォーメーションが起こっている（総
務省 2018）とされるためである。消費者庁
（2020）では消費生活におけるデジタル化を、
「消費者による情報の入手及び発信並びに、
商品取引及びサービス利用の過程において、
デジタルデータを用いる比重が高まっていく
傾向のことを指す」（消費者庁 2020 ,  p2）と
する。
ICT の浸透によって、あらゆるところで
大量のデジタルデータの生成、収集、蓄積が
進みつつあり、その影響は消費生活にも強く
及んでいる。「デジタル化」と表現されるよ
うになったのは、消費にまつわるあらゆる行
動がデジタルデータとなり、そのデータが消

費者の行動を左右する大きな力を持つことの
象徴である。データの利用価値が高まり、様々
な場面で利活用される現在、そのデータを提
供する張本人となっていることを消費者自身
が認識し、付き合い方を考える必要があるこ
とが示されているのである。

２．デジタル化で受ける影響

では、消費生活のデジタル化が進行するこ
とで、具体的に消費者にはどのような影響が
及ぶのだろうか。図 1は、デジタル取引の代
表的な特徴をいくつか挙げ、これらの特徴が
消費者にどのように不利な状況をもたらすの
か、そのことは消費者のどの権利を損なって
いるのか、1）～ 8）の例を通じて論点を示
したものである。
例えばデジタル取引の特徴として、1）情
報に手軽にアクセスできることが挙げられ
る。このことは、消費者の利便性を大いに向
上する半面、オンライン上で不適切、あるい
は違法な広告や有害コンテンツに消費者が触
れる機会を増している。SNS を通じて情報
商材販売，個人間融資を持ち掛けられるなど
して、詐欺の被害に遭うケースも多数報告さ
れている。
AI の活用など、2）処理・判断の自動化は、
複雑なものになればなるほど、想定外のトラ
ブルを発生させることもあるだろう。またフ
リマサイトを利用した C to C 取引が匿名で
可能であったり、WEB上で容易に匿名の情
報発信ができたりと、3）取引・情報発信の
匿名性という特徴も大きい。このことは、情
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報発信者の身を守ることにつながる反面、何
かが起こったときの責任の所在が曖昧になる
という点で、消費者には不利な状況になると
いえる。
スマホやパソコンを操作するだけで取引が
成立してしまうので、どのような取引を行っ
ているのか、4）取引行動が周囲には知られ
にくいというのもデジタル取引の特徴であろ
う。若年者が保護者の知らぬ間にオンライン
ゲームに高額課金してしまうという事例が代
表的である。架空請求に応じてしまったが誰
にも気づかれずにいるといった、トラブルの
不顕在化も起こっているだろう。
5）行動履歴のデジタルデータ化は、デジ
タル化の最大の特徴である。どのサイトを見
にいったのか、何を検索したのか、何を注文
したのかといった消費者の行動は、瞬時にデ
ジタルデータとして蓄積される。これらのデ
ータを元に、消費者ニーズの分析やインター
ネット広告の配信が、個人情報を侵害しない
一定の基準に基づいてされているものの、と
きとして個人情報は流失し、不正に利用され
ることがある。1）～ 5）の特徴によって、
消費者は「安全である権利」という最も基本

的な権利や「補償を受ける
権利」が損なわれがちにな
ることが懸念される。「安
全である権利」の侵害に対
しては、法整備による対応
が必要であろう。
6）処理・手続きが迅速
に行われるといった特徴
は、消費者が考える間もな
く契約してしまうことにつ
ながりやすい。7）SNS や
動画による心理的な誘発や
行動履歴を活用した広告な

図 1　デジタル化により消費者が受ける影響の例

どは、購買意欲が煽られる仕組みに満ちてい
る。8）仕組みのブラックボックス化という
特徴は、例えば急に架空請求画面が表示され、
自分宛に SMSで支払いの請求が来るなどが
典型例である。仕組みが分からなければ自分
宛の請求に対する困惑は大きく、自立した意
思決定は妨げられるだろう。このように 6）
～ 8）の特徴は、消費者が取引の条件をしっ
かり知り、冷静に比較して選ぶといったこと
を阻害する。つまり、消費者の「知らされる
権利」「選ぶ権利」を損なうものだと考えら
れる。デジタル化によって消費者はより脆弱
になると指摘されてきたが（OECD 2019）、
特に 6）～ 8）の特徴によって「自分で考え
ない、判断しない」方向に消費者が操られる
点への懸念が大きい。これらの要素に対して
は、消費者教育での対応が必要である。
実証分析によっても、デジタルを利用して
いる人は、利用していない人よりも消費者ト
ラブルに遭いやすいという結果が出ている。
消費者庁新未来創造戦略本部では 2021 年 3
月に「新型コロナウィルス感染症の感染拡大
の影響による消費行動の変化等に関する研
究」として全国の 20-70 歳代男女を対象とし
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たウェブ調査を実施し
た。このデータを分析
した結果、フリマサイ
ト・SNS 等ネットを
通じてマスクなど品薄
商品を買った場合、最
も信頼している情報が
ネット経由である場
合、よく買物をする手
段がネット通販の場合
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図 2　デジタル時代に求められる消費者教育

みのブラックボックス化への対応が挙げられ
る。たとえばC to C での契約成立やキャッシ
ュレス決済でのお金の流れ、架空請求のカラ
クリなど、仕組みの概要をつかむことができ
るような教育に取り組む必要があるだろう。
必要な教育は脆弱性への対応だけではない。

デジタル取引の利便性を実感し、自分の生活
に都合よく取り入れられるようになること、デ
ジタルツールに振り回されず道具として使い
こなせるようになることも、デジタル時代の消
費者教育として欠かせないものである。

＜参考文献＞
・ 坂本有芳・松田絢子・稲倉典子「買い占め行動と
消費者被害に関する実証分析―コロナ禍における
デジタル利用の影響」『日本消費者教育学会中国・
四国支部 第 37 回研究発表会発表要旨』2021 年

・ 消費者庁「消費者のデジタル化への対応に関する
検討会 報告書」2020 年

・ 消費者庁『令和 3年度版 消費者白書』2021 年
・ 総務省「平成 30 年度版情報通信白書―人口減少
時代の ICTによる持続的成長」2018 年

・ 総務省統計局「家計消費状況調査 家計消費状況調
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は、「消費者トラブル」経験が有意に多いと
いうはっきりとした結果が示され、デジタル
利用の脆弱性がうかがわれた（坂本・松田・
稲倉 2021）。全国の消費生活センター等に寄
せられた消費生活相談の件数を見ても、2020
年はインターネット通販関連が大幅に伸びて
いた（消費者庁 2021）。コロナ禍におけるデ
ジタル化の進展で、消費者はトラブルに遭い
やすくなっている。デジタル化が消費者の脆
弱性を増すことは、論と証拠の両面から支持
されるのである。

３．求められる消費者教育

デジタル化によって脆弱性が増すのであれ
ば、デジタル時代にはその脆弱性を補強する
ような消費者教育を考える必要がある。先述
のとおり、デジタル化によって消費者が影響
を受ける諸要因のうち消費者教育での対応が
求められるのは、「自分で考えない、判断し
ない」方向に消費者が誘導される点であろう。
この点に対しては、取引の際には慎重な検討
をする、心理的な誘導・扇動に簡単に左右さ
れない批判的思考を持つなどの教育が必要で
ある（図２）。消費者教育でかねてより重要
視されてきた内容であるが、その重みはデジ
タル化によって増している。
デジタル時代に特有の内容としては、仕組
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消費生活センターのＩＣＴ対応に関する現況調査
～ICTを使った情報提供・相談受付の現況～
独立行政法人 国民生活センター 教育研修部 上席調査研究員付主査

福原　奈央

●はじめに

第４期「消費者基本計画」や消費者庁「若
者が活用しやすい消費生活相談に関する研究
会報告書」（2020 年５月）において、SNS 等
の ICT（情報通信技術、Information and 
Communication Technology）を活用した情
報提供や相談体制の構築が期待されている。
消費生活センターでは、これまでも ICT
を活用した情報提供や相談受付が実施されて
いることから、消費生活センターにおける取
組の現況、効果的な手法や課題、先駆的な取
組を調査し、報告書にまとめた。
なお、本稿では調査結果の概要をまとめて
いる。詳細は報告書本文を参照されたい。
http://www.kokusen.go.jp/news/data/
n-20210325_3.html

●アンケート調査の概要

調査対象は、全国の消費生活センター 801
カ所（消費者安全法の規定に基づく。2019

年４月１日時点）、調査方法は郵送、有効回
収数は 716（有効回収率：89 .4％）、調査時
期は 2020 年 10 月～ 11 月である。

●アンケート調査の結果

１．ICT を使う情報提供・注意喚起の現況
ICT を使う情報提供は 99％のセンターが
実施し（図１）、ICTを使う注意喚起は 90％
のセンターが実施していた。
情報提供で ICTを使うセンター（N=713）
の回答によると、ICT を使う情報提供の閲
覧者層等が分かったケースでは、40、50 歳
代の利用が目立ち、若年層は多くなかった。
注意喚起で ICTを使うセンター（N=647）
の回答によると、メリットとして「動画投稿
サイト」を使った注意喚起は「若者から閲覧
されやすい」という回答が目立ち、それ以外
の ICTを使う注意喚起では、「予算をかけず
に情報提供できる」が多く挙がった。
反響があった注意喚起の実例を聞いたとこ
ろ、テーマがタイムリーであったものや、そ

図１　情報提供手段
（2020年10月現在）
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齢者には紙媒体で注意喚起する」等、ICT
を使う方法、使わない方法を使い分ける、併
用が必要だという回答もみられた。
他方、情報提供や注意喚起で ICT を使わ
ないセンター（N=69）に、使わない理由や
背景を聞いたところ、「実施する余裕がない」
が約 35％、「自治体の住民特性から必要性を
感じない（インターネットを利用する住民が
少ない等）」が約 26％と多かった。

２．ICT を使う相談受付の現況 
ICT を使う相談受付は２割のセンターが
実施している状況であった（図２）。
相談受付で ICTを使うセンター（N=153）

の回答によると、ICTを使う相談受付は 30、
40 歳代からの相談が目立ち、若年層からの
相談は多くなかった。
ICT を使う相談受付の年間相談件数は０
件が最も多く、次いで１～４件が多い状況に
あったが、都道府県や政令指定都市の 14 セ
ンターでは、年間 100 件以上の相談を受け付
けていることが分かった。
ICT を使わない相談受付に比べたメリッ
トとしては、「勤務者から相談が寄せられや
すい」「電話や対面が苦手な相談者が相談し
やすい」が多く挙がった。

の地域で起こった消費者
トラブルに関する注意喚
起に反響を感じているこ
とが分かった。
課題としては、「注意

喚起したい消費者層に届
いているか分からない」
という回答が多かった。
また、「高齢者に情報が
届かない」という回答も
散見されたが、一方で「高

図２　新規相談の受付方法（2020年10月現在）

課題としては、「相談対応に必要な情報が
得られにくい」「返信に対する相談者の理解
度が分からない」という回答が多かった。
相談対応の工夫としては、「聞き取りが必
要な場合は電話相談等を案内している」「相
談内容によっては相談者に電話している」と
いう回答が多かった。相談者から必要な情報
が得にくい課題があるため、ICT を使って
相談を受け付けても詳しい聞き取りは電話に
する等、柔軟に対応していることが分かった。
他方、相談受付で ICTを使わないセンター

（N=563）に使わない理由を聞いたところ、「相
談者との意思疎通に懸念がある」が７割近く、
次いで「実施する予算・人員がない」「情報セ
キュリティの懸念がある」が多かった（図３）。

●まとめ 

１．柔軟に手法を併用する重要性 
ICT を使う注意喚起については、ICT を
使っても高齢者など一定の層に届きにくいと
いう回答がある一方で、迅速な情報提供では
ICT を使い、ICT を使わない層に向けては
紙媒体で情報を伝えるなど、ICTを使う方法、
使わない方法を使い分け、また、併用して業
務を実施している、との回答がみられた。
他方、ICT を使う相談受付では、課題と



‒17‒

通信機器やアプリを活用するなど、より着実
に消費者に情報が届く地域独自の取組が進む
ことが期待される。
なお、ICT を使った情報提供・注意喚起

では、
・ 他機関の注意喚起情報を二次利用する
・ センターで SNS 等を運営していない場合、
自治体内の他部署で既に運用している
SNS等に掲載してもらう
ICTを使った相談受付では、

・ メール等で回答できる範囲を予めホームペ
ージに明記する

・ 回答は相談受付手段に限定しない
など、そのセンターにとって対応しやすくす
る工夫が散見された。
消費者にとって活用しやすい相談体制の構
築に向けて、先行事例を参考に、各地で取組
が進むことが期待される。
なお、本稿冒頭で触れた報告書の第３章ヒ
アリング調査や、当センター発行「国民生活
研究」第 61巻第 1号（http://www.kokusen .
go . jp/research/pdf/kk-202107_4 .pdf）84 頁
～ 91頁において各地の取組例を掲載した。
参考にして頂きたい。

して相談者から必要な情報が得にくいことが
挙がったが、聞き取りが必要な場合は電話相
談等を案内する、相談内容によっては相談者
に電話する、といった工夫がみられた。ICT
を使う相談受付を行う際には、ICTを使って、
どの程度の対応を行うのかを予め見定め、取
り組むことが重要であると考えられた。
自治体により住民の状況や抱える事情も異
なることから、各地の実情を勘案する必要は
あるが、できる限り幅広く、ICTを使う方法、
使わない方法のバランスを取りながら情報提
供・注意喚起、相談受付に取り組むことが重
要と考える。
こうした取組によって、より多くの消費者
に情報が届き、相談窓口へのアクセスの向上
が期待される。

２．各地の独自性ある取組への期待
各地の消費生活センターにおいては、国や
都道府県などの注意喚起情報を二次利用し
て、迅速に注意喚起する例が多い。また、局
所的に発生する訪問販売等、地域性のある消
費者トラブルに関する注意喚起に反響がみら
れることが分かった。

図３　ICT を使って相談受付しない理由 そうした現状を踏ま
え、国や都道府県では、
引き続き、分かりやすい
情報発信が求められる。
また、各地の消費生活セ
ンターにおいても、地域
で消費者トラブルが発生
した際等、その地域にと
って適切なタイミングで
注意喚起したり、ご当地
キャラクターやその地域
の著名人等と連携した取
組、地域に定着した情報
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消費生活のデジタル化への対応

公益社団法人 全国消費生活相談員協会 理事長

増田　悦子

１　インターネット取引

令和３年版消費者白書によると、販売購入
形態別で「通信販売」の割合が増加し、「店
舗購入」や「訪問販売」、「電話勧誘販売」の
割合が減少、「インターネット通販」に関する
相談が増加した。新型コロナウイルス感染症
の感染拡大をめぐる消費者トラブルでも、イ
ンターネット通販に関連した相談が多くみら
れ、マスクを含む「保健衛生品その他」に関
する相談が約３割で最多。次いで、「結婚式」
「スポーツ・健康教室」等の解約やキャンセル
に関する相談が多かったと報告されている。
定期購入契約に関する相談件数は、2015
年には 4,141 件だったが、2020 年度には
59 ,172 件となり、2015 年と比較すると 10 .7
倍の相談件数となった（令和２年版、令和３
年版消費者白書）。
詐欺的な定期購入契約のトラブルの原因
は、①「お試し」などを強調した誤認を誘発
させる表示、②申し込みはいつでもインター
ネットで可能としながら、解約は限定的で、
解除妨害とも言える体制、③ＳＮＳ広告やア
フィリエイト広告による虚偽誇大な広告、④
クレジットカードを持たない未成年者等でも
利用できる立替払い型の後払い決済サービス
の利用の拡大などがあげられる。詐欺的定期
購入契約は、インターネット取引の課題が網
羅されている取引である。
本年６月、特定商取引法が改正され、詐
欺的定期購入契約について、一定の被害の

未然防止、解決ができるようになった。し
かし、SNS 広告やアフィリエイト広告、新
たな決済サービスなど、まだ課題がある。
その他にも、架空請求、偽ブランド品の販売、
偽サイトへの誘導、偽の警告によるウイルス
ソフト購入への誘導などのトラブルも多数発
生しており、消費者庁による行政処分や注意
喚起がなされている。インターネット取引に
おけるトラブルの未然防止、拡大防止のため
には、割販法、景表法、デジタルプラットフ
ォーム等に関する規制もさらに検討する必要
がある。現在、消費者庁では、「アフィリエイ
ト広告等に関する検討会」が実施されている。

２　インターネット取引のトラブルの原因

インターネットによるトラブルが発生する
原因は、事業者による不適切な表示や顧客対
応のほかに、消費者のインターネットリテラ
シーやインターネット関連機器の使い方が習
熟していないこと、コンテンツの作り方がさ
まざまで、重要なことがどこに記載されてい
るか探しにくいこと、そして、検索する場合
に正しい情報の発信元にたどりつきにくいこ
となどが考えられる。
これらの問題は、法律改正などによる規制
では解消できない。消費者の知識経験の積み
重ねが必要だろう。高齢者等がインターネッ
トを適切に利用することができれば、生活の
質を高めることができ、非常に有益である。
高齢者等のデジタルデバイド解消を目指す必
要がある。
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総務省では、今年５月 18 日、「利用者向け
デジタル活用支援推進事業」を公表した。新
型コロナウイルス感染症により、オンライン
でのサービスの利用拡大が求められている
が、高齢者はデジタル活用に不安のあること
が多いため、企業や地方自治体などと連携し、
高齢者等に対し、オンラインによる行政手続
きやサービスの利用方法等に対する助言・相
談等を実施することを目的にしている。2025
年度までの５年間の事業構想として、毎年度
5,000 カ所で講習会を開き、５年間でのべ
1,000 万人の高齢者の参加を促すという事業
計画である。
この事業の一環としてすでに取り組んでい
る企業や自治体もあるが、今後、全国で積極
的に取組んでいただきたい。スマホ・タブレ
ット等を販売する際には十分な講習ができな
いと思われるため、販売時に学習する場所を
案内するなど、販売代理店等の協力もかかせ
ない。そのためには、販売代理店等による適
切な販売が確保されなければならない。高齢
者等、利用者の意向を丁寧に確認し、高額な
プランの提案や必要のない機器の販売をしな
いようにすることが前提である。また、高齢
者等の見守りを行っている福祉関係者もデジ
タル活用が十分とは言えないと思われる。高
齢者等のデジタル活用によるトラブルを早期
に発見し、解決のために適切な相談窓口と連
携するにあたっては、見守り活動をしている
方たちへの講習が大変重要である。
一方、コンテンツ作りにおいても、初心者
や高齢者にもわかりやすい作り方が求められ
る。どの場所に重要な事項を掲載することが
有効か、高齢者の見やすい文字の種類や色な
ど、モデルケースとして示し、広く取り入れ
てほしい。企業では、書類やリーフレット等

については、高齢者対応を心がけているとこ
ろが多いが、ぜひコンテンツにおいても検討
していただきたい。
そして、検索する際に、正しい情報発信を
しているサイトにたどり着くことが重要であ
る。正しい情報を得るためには、信頼できる
情報源かを確認することを習慣にする必要が
ある。自治体、省庁、新聞社などの大手メデ
ィアが出している情報、大手企業が発信して
いる情報などは信頼性が高い情報であるとい
うことを理解して利用すること、あやしいサ
イトを感知するなど、インターネット検索の
リテラシーの向上が必要である。同時に、行
政や企業は、消費者に正しい情報が届くよう、
検索エンジンの適切な活用を含め、インター
ネットによる広報にさらに積極的に取り組ん
でほしい。それにはデジタルプラットフォー
ムの協力は必須である。

３　消費者のデジタル化への対応

消費者庁では、昨年、「消費者のデジタル
化への対応に関する検討会」を開催し、報告
書を公表した。
報告書では、①学校や社会・地域における
消費者教育、デジタル社会における消費者へ
の普及啓発の必要性、②「デジタルプラット
フォームを介した取引の利用者向けガイドブ
ック」の作成、③ SNS やオンラインゲーム
への向き合い方、④ゲーム障がいのある人へ
の消費生活相談の現場におけるマニュアルの
整備の必要性、⑤キャッシュレス決済に関す
る消費者の知識が十分でないことも踏まえ、
制度整備も含めた環境整備の必要性、などに
ついて報告している。
そして、AI 等の新しい技術については、
利便性とリスクの双方を評価する必要があ
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り、消費者としてもデジタル機器・サービス
に関する仕組みについて最低限のことを理解
した上で、それらを消費生活に取り入れるこ
との利便性とリスクの双方を公平・客観的に
評価し、自らの責任の下で賢く利用すること
が望まれると報告し、「AI 利活用ハンドブッ
ク～AI をかしこく使いこなすために～」を
作成した。
なお、現在、消費者庁では、「オンライン
ゲームに関する消費生活相談員向けマニュア
ル作成に係るアドバイザー会議」が開催され、
ゲーム障がいの対応方法について検討が進め
られている。
AI について正しく理解している消費者は
多くはない。そのため、AI に対して過大な
期待をしたり、反面、ネガィティブになった
りする。AI に対する消費者の不安の理由と
して、①AI が収集した情報に関するセキュ
リティ確保やプライバシー保護について、情
報収集アプリを制作した企業や、実際に情報
収集する事業者が信頼できるか、②収集した
データが第三者に渡っているかもしれず、そ
の情報を利用されるのではないか、③ネット
上では自分の嗜好に偏った情報収集になりが
ちで、それによって自らトラブルを招く傾向
があるが、なぜ情報が偏る傾向があるのかわ
からない、④センサーなどデータの収集ポイ
ントから個人情報が予期しない形で漏えいす
る可能性がある、などが推測される。
企業は、その商品にAI が搭載されている
ことと同時に、AI についての考え方やリス
ク、AI ができることの「限界」を明確にし、
安全に利用する方法を情報提供してほしい。
そして消費者は、新たなサービスは利便性が
高まると同時に、これまでの経験ではカバー
できないリスクがあることを認識し、取扱説

明書をしっかり読み、安全に利用することを
心がけることが必要だろう。
また、SNS 上で発信した情報は、企業内
のサービスや他の企業のサービスの質の向上
や開発に利用されることを理解しなければな
らない。データの活用範囲について、企業と
してのポリシーを確認して利用するかどうか
を判断すること、ポリシーの掲載がない場合
は利用しないことなどの注意が必要である。
一方、経済産業省では、「人間中心のAI 
社会原則」を社会で実践していくための方
策について検討するため、「AI 原則の実践
の在り方に関する検討会」を開催し「我が
国の AI ガバナンスの在り方 ver .1 . 1」「AI
原則実践のためのガバナンス・ガイドライン
ver .1 . 0」を取りまとめ、７月９日、公表した。
これは企業に向けたものではあるが、反射的
に消費者保護になり、安全安心にデジタルに
向き合う消費者支援になる。それを消費者に
知ってもらうことは企業の信頼性確保に繋が
り、大変重要だと考える。

４．最後に

国、自治体のデジタル化の遅れや人材不足、
民間や社会におけるデジタル化の遅れなどが
指摘され、デジタル化の推進が急務となって
いる。今後、さらに消費生活がデジタル化さ
れ、利便性が高まることが予想されるが、現
状の消費者は、利用するためのリテラシー、
デジタルの基本的な仕組みやリスクの理解が
まだ十分ではない。安全に、安心して利用で
きるように支援すること、その環境整備が必
要である。
本協会においても、高齢者等のデジタルデ
バイドの解消を喫緊の課題とし、取り組んで
いかなければならないと考えている。
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AI 活用によるお客様対応部門への影響

公益社団法人 消費者関連専門家会議 ACAP研究所 主任研究員
グローバル・メディア情報研究会リーダー

中野　則行

１．お客様対応業務へのAIの活用

お客様対応業務へのAI 活用はチャットボ
ットなどの形で、お客様の目に触れることが
多くなってきている。お客様の利便性向上、
対応の標準化、大量の最新情報による判断の
正確性など、AI 活用のメリットは大きい。
これはお客様対応のフロント業務に当たる
が、それを支えるバックオフィス業務にも
AI 活用は広がっている。具体的には、お客
様対応担当者の研修、お客様との対応履歴の
記録、お客様対応用の情報データベースの追
加・更新、お客様からのコメントに基づくレ
ポート作成などである。図１は、お客様対応
の周辺を支えるソフトウェアとして、それら
を図示したものである。
チャットボットは、文字で入って来たお客
様からのお問い合わせに対して、文字で回答
する対応である。裏側ではAI を活用したテ
キスト分析が自動的に行なわれ、お問い合わ

せ内容が想定質問集の、どの質問項目に最も
よく合致するかを特定し、それに対応する回
答の方をお客様にテキストで表示するという
仕組みである。
一方、電話、つまり、音声で入って来たお
客様からのお問い合わせも、AI を活用した
ソフトウェアで自動的にテキストに変換され
る。先ほどのチャットボットと同じ仕組みで、
回答候補を、この場合は確率の高いものから
順に複数、対応担当者の PC画面に表示する
ことができる。その中から選んで、あるいは、
さらに関連情報を参照して、担当者がお客様
に回答するという流れになる。これもフロン
ト業務へのAI 活用である。
近年は音声対音声でのお客様対応も広がり
つつある。これは、上記のお客様対応プロセ
スの最後で、テキストを自動読み上げするソ
フトウェアを使って回答を自動化する試みで
ある。しかし、これはまだ限定的であり、特
定の情報の提供や、従来、音声案内に沿って

【図１】お客様対応の周辺を支えるソフトウェア １ 電話機のプッシュボタンで番号選
択していた代わりに、音声で選べ
るようにしている例がある。最初
のステップである音声からテキス
トへの自動変換の精度の問題もあ
り、一般的な対応を自動で行うに
は、まだ無理があるのが現状であ
ろう。
一方、バックオフィス業務を見

ると、テキストに自動変換された
お客様と対応担当者の音声は応対
履歴として残り、それをもとにレ
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ポートを作成することもできる。
また、従来は録音した音声から選
んで聴き起こしをして、応対品質
評価をしていたが、AI による分
析で全件について客観的な評価を
することも可能である。ここで言
う分析とは、言ってはいけない言
葉を自動検出したり、話すスピー
ドやお客様と話がかぶる回数を自
動的に算出したりすることを指し
ている。また、応対品質に関して
は、音声データ自体を対象として

トボットから、電話、チャットに伸びている
矢印がそれに当たる。これはAI と人との連
携・協働による対応と呼べる部分であり、
AI 活用の今後を考える上で、極めて重要な
ポイントである。
こういった変化を考えると、お客様対応部
門にとって、もはやフリーダイヤルで電話が
入って来るのを待っている時代ではないと言
える。この変化に適応して行くには、AI を
活用したセルフサービスをどれだけ拡充でき
るかが、まず鍵になる。もう一つは、AI と
連携・協働した人による対応の構築である。

３．AIと人との連携・協働

図１で見たお客様対応担当者の PC画面に
AI が回答候補を示すのは、ひとつの対応に
おいて、対応担当者の情報検索をAI がアシ
ストするという連携・協働である。また、図
２の「対応引き継ぎ」で見たように、エスカ
レーション対応においてはAI と人が役割分
担しつつ連携・協働している。
AI活用が進むと、①AIに任せられる業務、

②AI と人が連携・協働して実施に当たる業
務、③AI に頼らず従来通り人が担う業務の
３つに分かれていくことが予想される。AI

【図２】AI 活用によって起こる顧客接点の変化 ２

感情解析を行うソフトウェアもあり、不安や
緊張、怒りといった感情を検出して、お客様
対応の改善に活かすことができる。

２．AI活用による顧客接点の変化

チャットボットのようなAI を活用したチ
ャネルの拡大により、お客様が使われるチャ
ネルにも変化がある。図２はお客様が選択す
るチャネルとメディアにどのような種類があ
るか分類し、その変化の予想を図示したもの
である。
一番大きな変化として予想されるのは電話
の減少である。若い年代からの電話の減少傾
向は増々顕著になると考えられる。減る分が
どこに回るかという予想が斜めの矢印であ
る。移行先として最も大きな存在になると予
想されるのがAI 型チャットボットである。
しかし、AI で対応できる範囲は当面は限定
的なので、電話対応していたケースで有人対
応が必要な場合は、自社アカウントの SNS
やチャットに移行することが予想される。
また、最初はチャットボットに質問するが、
思ったような回答が得られない場合に有人対
応に切り替えることもある。これが「対応引
継ぎ」の矢印である。図２で、AI 型チャッ
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イムで読めるようになるので、スーパーバイ
ザーによる対応のサポートや引継ぎはよりス
ムーズになるであろう。他方、ログを読むこ
とに気を取られて、その時点でのお客様のお
気持ちに沿った対応に集中できなくなるとい
う状況も考えられる。これも両極端な状況の
同時発生である。
このことは、直接的なお客様対応業務以外
でも予想される。例えば、初期研修にAI を
活用したロールプレイを導入することによっ
て、トレーナーによる研修の重点をより高度
な内容にシフトすることができる。しかし、
AI の提示するような最短経路での回答探索
が身につく一方で、感情ケアも含む、臨機応
変な対応を補完するトレーニングが必要にな
るかもしれない。
AI と人との連携・協働を考えた場合、AI
によるアシストを受けることで、お客様対応
業務は大幅に省力化、効率化される可能性が
高い。その一方で、AI との協働に適合でき
ないスタッフの配置転換や処遇を考えなけれ
ばならない可能性もある。AI 活用の時代に
おいて、お客様対応部門はこのような両極端
な状況の発生を念頭に置いて、その両方に対
処できるような体制を整えることが必要にな
るのではないだろうか。
―
1 図１の出典：ACAP研究所 グローバル・メディ
ア情報研究会 , 「お客様相談部門におけるAI（人
工知能）活用 －どの業務にAI活用が可能か－」, 
ACAP研究所ジャーナル　No.11 （2018 年）、
P19-27.

　 https://www.acap.or.jp/wp/wp-content/
uploads/2020/02/2018arijounal.pdf

 より、P20 の図２を増補改訂
２ 図２の出典：ACAP研究所 グローバル・メディ
ア情報研究会 , 「AI 活用の時代のお客様対応部門 
- 組織としての役割の変化 -」, ACAP研究所ジャ
ーナル　No.14 （2020 年）、P2-16.

 https://www.acap.or.jp/wp/wp-content/
uploads/2020/06/journal-14.pdf

 より、P4 の図１を引用

と人との連携・協働とは直接的には②を指す
が、それだけではない。①から③までを全体
として捉えると、それはAI と人がそれぞれ
得意な分野で役割分担をしつつ、全体として
は連携・協働をしていると見ることもできる。
このような時代に、お客様対応部門のスタ
ッフに必要とされるスキルがどのようになる
かは、考えるべき課題となる。AIと人の連携・
協働を前提にすると、オペレーター、スーパ
ーバイザー、あるいはバックオフィス業務担
当者といった職種を通じて、IT リテラシー
を備えて、AI を活用したツールを使いこな
せる人材が求められるだろう。その一方で、
人が担うべき業務は、複雑性や難易度が高く
なるので、より高度な判断力やコミュニケー
ション能力が要求されると予想される。
AI の活用が進むと、人にしかできない業
務は減少するが、その対応には高度なスキル
と多大な労力・時間が要求され、結果の及ぼ
す影響も大きい。そのような業務の全体に占
める比重は決して軽くなく、むしろ、重要度
が増すと考えられる。

４．AI活用による働き方の変化

お客様対応部門において、AI 活用によっ
てスタッフの働き方がどのように変化するか
も、もう一つの課題である。定型的・反復的
な対応業務がAI に任せられるようになるこ
とは容易に予想できる。その結果、人ならで
はのやりがいのある対応のみに注力できるか
もしれない。一方、より複雑で難しい案件ば
かりが有人対応に回って来て、対応者は緊張
の持続を求められるという状況も考えられ
る。つまり、両極端な状況の同時発生とも言
える労働環境である。
さらに例を挙げれば、AI により自動でテ
キスト化されたお客様対応の会話をリアルタ
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安心・安全なCtoC取引に向けた取り組み

株式会社メルカリ 政策企画

野々宮　麻美

株式会社メルカリについて

株式会社メルカリは、「新たな価値を生み
だす世界的なマーケットプレイスを創る」と
いうミッションの下、テクノロジーの力によ
って世界中の個人と個人をつなぎ、誰もが簡
単にモノの売り買いを楽しめる場を提供する
ことを通して、限りある資源を循環させる豊
かな社会の実現を目指している。
一人ひとり異なる「売りたい」と「買いた
い」のニーズが効率的にマッチングされ、よ
り多くの「新たな価値」を生みだすためには、
我々が提供するマーケットプレイスが多様な
価値観を持った人たちが自由に取引できる場
であることが大切だと考えている。
そうしたマーケットプレイスを創るため、
お互いの価値観や立場を尊重することを前提
としつつ参加する全ての人の拠り所となるよ
うな基本的な考え方として、2021 年１月末、
「安全であること」「信頼できること」「人道
的であること」の３項目を柱とする「マーケ
ットプレイスの基本原則」を策定した。
本稿では、消費者が安全に、かつ安心して
自由に取引できる環境を提供すべく、基本原
則を拠り所にメルカリが実施している取り組
みを紹介する。

CtoCマーケットプレイス「メルカリ」の特徴

個々の取り組みに先立ち、マーケットプレ
イス「メルカリ」の特徴を紹介する。
まず、すべての取引で、商品代金を一時的

にメルカリが預かるエスクロー方式の売買シ
ステムを採用している。これにより、「商品
を発送したのに代金が支払われない」「支払
ったのに商品が届かない」等、お金に関する
トラブルを防止している。なお、取引を完了
するためには、購入者・出品者双方が取引に
ついて評価を行うこととしている。この際、
互いに評価が完了するまで相手方に評価内容
が伝わらない形とし、評価の真正性を担保し
ている。こうした相手方の過去の評価は、取
引開始前に確認することができるようにして
いる。
商品の配送では、出品者・購入者双方のプ
ライバシーに配慮し、互いに個人情報を開示
せず配送ができる匿名配送サービスを提供し
ている。
このほか、AI を用いて商品画像を撮影す
ることで該当商品と思われる商品の情報を提
示し、商品説明の入力を簡略化する「AI 出品」
や、商品に付属するバーコードを撮影するこ
とで商品説明を自動で入力する「バーコード
出品」といった機能も提供するなど、使いや
すさにも配慮したサービスを提供している。

消費者保護の取り組みの具体例

「メルカリ」のこれらの特徴にも消費者の
安全性への配慮が含まれているが、この他に
も様々な取り組みを進めている。以下では、
それらの取り組みを消費者庁の「デジタル・
プラットフォーム企業が介在する消費者取引
における環境整備等に関する検討会」（以下、
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消費者庁DPF検討会という）論点整理（2020
年８月）で上げられた課題に基づいて、①取
引の場としての安全性確保、②紛争解決にお
ける消費者利益の確保、③消費者による合理
的な選択の実現、の３類型に分類していく。
なお、これらは消費者のデジタル化への対応
に関する検討会 報告書 30 ～ 31 ページに掲
載されている消費者が注意・確認すべき８項
目のうち、CtoC 取引の商品やサービスの質
が均一でないことへの注意、取引相手や商品・
サービスが信頼できるか否かの確認、取引相
手との連絡方法の有無の確認、トラブル発生
時の運営事業者の対応の確認、補償制度の有
無や補償の範囲・条件の確認、禁止事項（特
に決済方法）への注意、トラブル防止対策、
の７項目をほぼ網羅的にカバーするものであ
ると考える。
　
① 取引の場としての安全性確保
取引の「場」としての安全性を確保するた
めには、違法取引・危険商品の流通等を防止
する措置が必要である。メルカリでは、利用
にあたってのルールとしてお客様との間で利
用規約及びガイドを定め、そうした取引を禁
止している。また、これらのルールに反する
出品や行為がなされないよう、東京、仙台、
福岡の３拠点において 24 時間 365 日での監
視および通報への対応と、お客様からの問い
合わせ対応を実施している。なお、ルール違
反の出品については場合によっては利用制限
措置をとることもある。
こうした監視等の対応にあたっては、外部
のステークホルダーと連携することもある。
例えば、模倣品等の権利侵害品への対策とし
ては、通常であればプロバイダ責任制限法に
基づき権利者から送信防止措置を受け出品物

を削除している。これに加え、「権利者保護
プログラム」を設け、権利者の本人性確認書
類や権利に関する書類を予め連携いただくこ
とで、権利者からの削除要請手続きを簡素化
し、迅速に権利侵害品の削除を行えるように
している。また、このプログラムに参加する
権利者を中心に、模倣品の見分け方や判断基
準などにつき平時から情報交換を重ねて権利
者との連携強化にも努めている。さらに、イ
ンターネット知的財産権侵害品流通防止協議
会（CIPP）への参加や経済産業省模倣品対
策室や財務省関税局との情報交換を通じて模
倣品流通の実態把握と監視実務へのフィード
バックも実施している。
　
② 紛争解決における消費者権利の確保
消費者庁DPF検討会においても、出品者
側でも消費者であるがゆえに取引に不慣れな
お客様がいるなど、様々なお客様がマーケッ
トプレイス上での取引に容易に参加できるよ
うになったことによる懸念点が指摘されてい
る。そうしたこともあり、①のとおり安全性
を確保するなどトラブルの未然防止に努めて
も、届いた商品が破損していたり、思ってい
たものと違うものが届いた等、様々な理由か
らお客様間のトラブルは一定程度生じる。そ
のため、場の提供者としては、場合によって
トラブル解決に関与し、また、ときに被害を
回復する基盤を提供することが必要であると
考えている。
そのために、まず、リスクに応じた本人確
認を進めている。具体的には、会員登録時に
おける利用規約への同意と、電話番号を含む
利用者情報の提供を必須化している。また、
取引完了後に売上金を引き出す際には利用者
情報と口座名義を突合し、合致しない場合に
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は引き出しをキャンセルし、登録された氏名
を変更する場合には身分証の確認を求めてい
る。加えて、弊社グループが提供するスマホ
決済サービスであるメルペイを利用する際に
は犯罪収益移転防止法に基づき銀行口座登録
または eKYC（電子的本人確認）による本人
確認を実施している。
こうした本人確認の情報をメルカリが保持
しつつ、上述の通り、取引は双方とも匿名で
行えるようにしている。また、取引画面上に
メッセージ機能を設け、原則的には個人情報
を非開示として双方でトラブル解決に向けた
話し合いを進めることを可能としている。ト
ラブル解決にあたっては、このメッセージ機
能による双方での話し合いを基本としている
が、双方の話し合いでは折り合いがつかない
場合には、状況に応じてトラブル解決に向け
た支援を行っている。
なお、偽造品を購入してしまったなど届い
た商品に不備がある場合や、商品説明になか
った破損があった場合は、返品や補償の対応
も実施している。
このような対応にも関わらずトラブルが解
決せず、訴訟等のために取引相手方の個人情
報が必要になる事も考えられる。そうした場
合には、内容にもよるが、弁護士法第 23 条
の２に基づく弁護士会照会による情報開示請
求にも応じることとしている。

③ 消費者による合理的な選択の実現
利用するマーケットプレイスを消費者が合
理的に選択できるようにするために、①、②
を始めとする自主的取組を対外的に可視化す
る必要がある。そこで、マーケットプレイス
を運営する事業者間で情報交換を行い、互い
に学び合い、また積極的に外部への情報提供

を行うなどして、より一層充実した自主的な
取り組みに努めていくため、アマゾンジャパ
ン合同会社、ヤフー株式会社、楽天株式会社
及びメルカリで、「オンラインマーケットプ
レイス協議会」を 2020 年８月 24 日に設立し
た。2021 年８月現在では 12 社が参加し、と
きには外部団体や行政機関も交えて消費者保
護の取り組みなどについて随時情報交換を行
っている。なお、各社の取り組みは、オンラ
インマーケットプレイス協議会のウェブサイ
トに整理して公表している。

結　語

我々は、マーケットプレイスの運営者とし
て、上述の「マーケットプレイスの基本原則」
に則り、多様な価値観を持つお客様の自由に
取引したいといったニーズを満たすと同時
に、安全に安心して取引できる場を提供する
必要があると考えている。その中では、法令
遵守はもとより、消費者保護のための継続的
なサービス改善を図ることが求められ、それ
により、循環型社会の実現のために必要不可
欠な存在となることを目指している。
本稿で紹介した取り組みの他に、基本原則
に基づき、マーケットプレイスの運営に対し
て外部有識者の意見を取り入れる仕組みの構
築や、需給バランスが著しく崩れ価格が急激
に高騰する商品に関するメーカー等と連携し
た消費者の購入判断に資する情報提供の実施
等も進めている。また、そのためにメーカー
等の他社、関係当局、その他の関係者との対
話も進めていくこととしている。こうした
様々な取り組みを通じ、自社のマーケットプ
レイスの安全性を高めるとともに、今後も同
業他社と切磋琢磨できるよう努力していきた
い。
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長野県消費生活センターの取組み

長野県くらし安全・消費生活課 課長（兼 北信消費生活センター 所長）　

笠原　隆通

１　長野県の消費者行政

近年の経済社会のグローバル化や高度情報
化社会の進展等に伴う、モノ中心の消費から
通信などサービスへのシフト、高齢化社会の
進展など、消費者を取り巻く環境も大きく変
化してきています。
長野県では、こうした社会情勢の変化など
を踏まえ、長野県消費生活条例を基本に、消
費者の権利の確立と利益の擁護を図りつつ、
県民の消費生活における自立を支援し、公正
で持続可能な社会の構築を目指し、県民及び
関係機関の参加、協働による総合的な施策を
推進するため、2018 年度（平成 30 年度）か
ら 2022 年度（令和４年度）までの５年間を
計画期間とする「第２次長野県消費生活基本
計画」を策定し、次の５項目について数値目
標を掲げております。

消費者大学・講座等の受講者数 年間２万人
長野県版エシカル消費の認知度 100％
特殊詐欺被害認知件数 90 件
高齢者見守りネットワークの構築 全市町村
市町村消費生活センター人口カバー率 100％

２　消費生活相談の現状

長野県は、全国第４位の広い面積を持ち、
全国第２位となる 77 の市町村を有していま
す。県消費生活センターは、北信・中信・南
信・東信の４箇所に設置され、この広い県土
をカバーし、消費生活に関する相談、消費者

の自立支援、消費者被害の未然・拡大防止に
取り組んでおります。
2020 年度に長野県消費生活センターに寄

せられた消費生活相談は 6,701 件で、そのう
ち苦情相談は 6,275 件で前年度から 706 件の
減、マイナス 10 .1％となっております。県
消費生活センターへの相談件数は近年減少傾
向となっており、これは、広域化を含めた市
町村の相談体制の整備によるものと考えてい
ます。
年代別では、60 歳以上の方からの相談件

数は、前年度より減少しているものの、全体
に占める割合は依然として４割を超えてお
り、啓発や見守りなど、高齢者の皆様への消
費者被害防止対策が重要となっています。
商品・サービス別では、放送・コンテンツ
等が 714 件と前年度に比べ減少したものの、
全体の 11 .4% を占めております。一例とし
ましては、「副業や投資で簡単に高額収入が
得られる」とする広告等を見て入金したが、
実際には儲からないといったトラブルです。
こうしたトラブルの背景には、コロナ禍によ
る在宅の機会の増加やスマートフォンの普及
があると思われ、引き続き、様々な媒体を活
用した県民の皆様への注意喚起が必要と考え
ています。
また、公的な機関をかたるハガキによる架
空請求などの商品一般が 662 件で全体の
10.5%と二番目に多くを占め、次いで健康食
品、インターネット通信サービスに係る相談
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が上位を占めております。なお、健康食品に
関する相談は前年度から 39 件増加しており、
これは、「１回だけお試し」のつもりで注文し
たところ、実際には定期購入が条件だったと
いう相談が増えていることによるものです。
販売購入方法別では、通信販売が 2,397 件
で全体の 38 .2% を占め、前年度から 284 件
増えております。
県内市町村では、広域的な設置も含めます
と、30 市町村に消費生活センターが設置さ
れておりまして、2020 年度末現在の人口カ
バー率は 84 .4％となっています。市町村消
費生活センターにおける相談件数は 8,962 件
で前年度から 522 件減少してはいるものの、
県と市町村消費生活センター全体の相談件数
のうち市町村消費生活センターが占める割合
は、年々増加してきております。

３　消費者の自立支援

消費者トラブルの内容が多様化、複雑化す
る中、消費者自らが情報を適切に選択し活用
できる判断力を身に着け、自己責任に基づい
た消費行動ができるようにするために、消費
者教育の重要性は一層増しております。
長野県では、月１回のメールマガジンの配
信に加え、年４回長野県内全世帯に回覧でき
るよう、広報誌「くらしまる得情報」を発行
し、定期購入トラブルや特殊詐欺等の消費者
被害から県民の皆さんを守るための啓発を行
っています。
出前講座につきましては、例年 100 回程度
の申し込みがあったところですが、新型コロ
ナウイルスの流行により 2020 年度は 11 回と
大幅に減ってしまいました。一方で、消費者
大学につきましては、動画配信等の手法を取

り入れることにより、逆に受講者数が 3倍に
なるなどの実績がありましたので、今後も
様々な手法を活用しながら、より多くの皆様
に学びの機会を提供してまいります。
また、本県独自の取組みとして、地域にお
ける消費者教育を推進するため、各地域で消
費生活に関するリーダーとして啓発や消費者
教育などを行う「消費生活サポーター制度」
があります。現在約 350 名が認定され、公民
館活動で消費生活講座の講師を務めていただ
いたり、年金支給日に金融機関で特殊詐欺被
害防止の啓発をしていただくなど、きめ細や
かな活動をしていただいています。

４　終わりに

先述いたしましたように、本県では、4箇
所の県消費生活センターに加え、広域設置も
含め 30 市町村に消費生活センターが設置さ
れていますが、未だ 47 町村にはセンターの
設置又は相談員の配置がありません。
今後は、県と市町村の役割分担を明確にし
つつ、広域による市町村消費生活センターの
設置を進めることにより、高齢者を中心とし
た全ての県民が身近な場所で相談できる環境
を整えてまいりたいと考えております。

出前講座
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デジタル化に関わる消費者相談

公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会（NACS）
理事・西日本支部支部長

樋口　容子

１．NACSの消費者相談対応

当協会（以下、NACS）は、1991年より、消
費者相談室（ウィークエンド・テレホン）を
開設し、公的な消費者相談機関が休日となる
週末に、東京と大阪で相談を受け、必要に応
じて事業者と交渉を重ねてきました。
2020年度のウィークエンド・テレホンの件
数は818件で、コロナ禍の緊急事態宣言下で相
談室の休止期間が長かったため、例年より件
数は減少していますが、開所日数当たりの相
談件数割合は増加しました。コロナ禍での在
宅者による相談の増加が一因です。また、毎
年10月には、時宜を得たテーマで「消費者相
談　なんでも110番」を実施しています。昨年
は、コロナ禍の中、トラブルが増加していた
「キャンセル問題」をテーマに、ネット通販や
通信関連、結婚式場等の解約に関する相談を
受け、内容を分析した結果を基に報告書を作
成し、各機関への提言等を行いました。

２．消費者相談内容のデジタル化

私は、現役の消費生活センター相談員で、２
年前までNACS消費者相談室担当理事を務め
ており、最近の消費者相談事例にデジタル化
関連のものが多く、法律や制度がそうした現
状に追い付かず、解決に困難さが増している
ことを痛感してきました。
当ウィークエンド・テレホンでも2020年度
の相談件数中では、通信サービスに関わる相
談が最も多く、約15%を占めました。2021年

版の消費者白書でも、インターネット関連の
消費者相談が増加し、特にインターネット通
販の増加が著しいことが指摘されています。
こうした現状下、デジタル化に関わる消費
者相談事案の問題点を挙げ、NACSの活動に
ついても合わせて紹介したいと思います。

３．デジタル関連の相談事例の問題点

①ネット通販での情報商材の購入

近年、インターネットで容易に情報を得ら
れるようになり、「簡単に高収入！」といった
SNS広告につられ、若者や高齢者までが高額
な契約をしてしまうトラブルが急増していま
す。当ウィークエンド・テレホンにも、「ネッ
トでお金儲けのノウハウと称する情報商材を
購入したが、全く儲からない」等の相談が、数
多く寄せられています。
消費者が、インターネット上に溢れる、こ
うした虚偽・誇大広告を真に受けて申込み、
価値のほとんどない情報商材を法外な価格で
購入しても、実際に儲かることはほぼ皆無で
す。こうした広告は、「特定商取引法」の通信
販売では、誇大広告に当たり禁止されていま
すが、民事的な取消権はなく、トラブルから
消費者を守るためには現行の法制度では不十
分といえます。「虚偽・誇大広告により誤認し
て申込んだ場合には、取消すことができる」
等の民事的規制の導入が求められます。
さらに、近年、こうした事業者がSNSのメ
ッセージ機能を使って勧誘する動きも盛んで
す。現状、多くの若年層は、コミュニケーシ
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ョン手段として電話ではなく、こうしたメッ
セージ機能を使用する場合が殆どだからです。
事業者が、情報商材を勧誘する際、メッセー
ジ機能を使用し、結果、契約が締結されても、
解約等について明快に規制する法律はありま
せん。音声を使用した電話勧誘であれば、ク
ーリング・オフ等の法的救済策がありますが、
文字を使用するSNSのメッセージ機能での勧
誘は、特定商取引法では通信販売に該当し、
民事的に解約する規制にはなっていないから
です。
②ネット通販での定期購入

また、最近急増しているのが、インターネ
ット通販の定期購入トラブルです。事業者の
サイトは、「お試し無料！」等の目立つ広告に
比べ、「売買契約の解除、返品特約の条件」等
の記載は目立たず、定期購入であることが分
かりにくい表示になっている場合が殆どです。
さらに、解約、返金等についての有利な取引
条件を強調した表示に対し、何らかの例外が
ある打消し表示が小さく、別の画面に表示さ
れるため、消費者は、「解約や返品が簡単にで
きる」と誤認しがちになります。そのうえ、多
くはスマートフォンの利用となりますが、画
面が小さく、最初の画面から何度もスクロー
ルして見なければならないため、消費者が、サ
イト内を確認し契約条件を把握するのはかな
り困難といえます。
2017年12月施行の改正「特定商取引法」で、

通信販売における表示義務の追加、明確化が
なされ、定期購入の場合、最終確認画面にも
支払総額、契約期間等を表示することが義務
付けられました。2021年６月には、こうした詐
欺的な定期購入商法に関し、定期購入でない
と誤認させて契約した場合の取消権規定等、規
制を厳しくした改正法も公布されましたが、施

行時期は未定です。しかし、その間にも定期
購入のトラブルは増加しており、ウィークエン
ド・テレホンには、「いつでも解約可能と記載
があるのに、電話でしか受け付けず、全くつ
ながらない」などの相談が寄せられています。

４．NACS「なんでも110番」

社会のデジタル化は日進月歩で進んでおり、
消費者もこうしたトラブルに巻き込まれる可
能性が高くなっています。行政の法律や制度
が現状には追い付かず、また実効性も低いた
め、消費者がデジタル化の中でトラブルに遭
った際の救済は、ますます困難になってきて
います。
NACSでは、今年も、10月に「ネット取引
なんでも110番～ネット通販、情報商材、副業
紹介、SNSなどなど～」を開催し、こうした
デジタル化で生じたトラブルの相談を受け付
け、広く行政機関などに提言を行ってまいり
ます。下記チラシの要領で開催いたしますの
で、読者の皆様方には、広く周知していただ
ければ大変有難く存じます。



コロナウイルスの拡大は人々の生活に大
きな影響を与えました。その一つが「生活の
デジタル化」と考えます。
　巣ごもりの毎日で、誰もがスマホやパソコ
ンで人とコミュニケーションを取り、買物を
行い、不便をなんとか解消しています。会社
以外の場所でも仕事ができる、遠くの人とも
会議や会話ができる。学校もオンライン授業
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が始まっています。便利なことも増えました。
　ただし、人々の知識と感情がデジタル化に
本当についていっているのか、とまどいや不
安も大きいのではと感じます。
　今回は、消費生活の中でデジタル化の恩恵
とリスクを検討・啓発されている方々に執筆
していただきました。現状と今後の方向性を
知っていただく一助になればと考えます。
　これからますます進化する「デジタル生活」
を楽しんでいきたいですね。         （小柳）
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